
新型コロナウイルス感染症対策

中小企業者応援給付金

熱海市又は静岡県からの休業要請の対象外だった業種のうち、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で売上げが大幅に減少している中小企業者の皆
様を対象に、事業の継続を下支えするための給付金を支給いたします。

支給額

１事業者あたり

１０万円

申請受付期間：令和２年５月２５日(月)～７月１７日(金)

支給の対象となる主な要件 ※詳しくは裏面をご覧ください

市内に主たる店舗、事業所等を有する中小企業者（法人又は個人）で、

①市又は県からの休業要請の対象外だった業種を営んでいること
②令和２年４月又は５月の売上高が前年同月比で５０％以上減少
していること

③申請日まで継続して同一事業を営み、事業収入（売上）を得て
いること

④納期が到来した市税（徴収猶予に係るものを除く）を完納して
いること

熱 海 市



熱海市内に主たる店舗、事業所（本社、本店）等を有する中小企業者のうち、新型コロナウイルス感染症の
影響に伴う熱海市又は静岡県からの休業要請の対象外だった業種を営む事業者（法人又は個人）

支給対象者

①市又は県の休業要請の対象外だった業種を営む事業者（法人又は個人）であること
②令和２年４月又は５月の売上高が前年同月比で５０％以上減少していること
③令和２年２月以前から申請日まで継続して同一事業を営み、事業収入（売上）を得ていること
④納期が到来した市区町村税（徴収猶予に係るものを除く）を完納していること
⑤熱海市暴力団排除条例（平成２４年熱海市条例第２号）第２条第３号に規定する暴力団員等又は
暴力団員等と関係を有する者ではないこと

Ａ：令和２年４月又は５月の売上高
Ｂ：前年同月の売上高

（Ｂ－Ａ）÷Ｂ×１００＝ 売上減少率（％）（※５０％以上であること）

※平成３１年３月から令和２年２月までの間に事業を開始した場合
Ｃ：令和２年４月又は５月の売上高
Ｄ：事業を開始した日の属する月の翌月から令和２年３月までの任意の１月の売上高

（Ｄ－Ｃ）÷Ｄ×１００＝ 売上減少率（％）（※５０％以上であること）

支給の要件

売上げ減少率の算出方法

申請手続き・必要書類
ステップ①：申請書を入手

熱海市ホームページから
申請書をダウンロードしてください。

(URL)
https://www.city.atami.lg.jp

なお、
インターネット環境のない方は、
下記の場所にも申請書を用意
しています。

◎熱海市役所観光経済課
産業振興室（第1庁舎3階）

◎南熱海支所
◎泉支所

ステップ②：申請書の作成

【全ての方に必要な書類】 ＊印の書類はホームページからダウンロード可

①交付申請書（様式第１号）＊
②給付金請求書（様式第２号）＊
③売上減少を比較する今年の４月又は５月の売上高が
わかる書類の写し（売上台帳、試算表など）

④振込先口座がわかる書類（通帳を開いた1・2ページ目の
コピー、キャッシュカードのコピー など）

【事業者〔法人〕に必要な書類】
⑤売上減少を比較する月の前年同月が属する事業年度の
法人税申告書の写し
（必要部分）別表一〔1枚〕、法人事業概況説明書〔表
裏を1枚ずつ、計2枚〕

【事業者〔個人〕に必要な書類】
《青色申告の場合》
⑥令和元年分の所得税確定申告書類の写し
（必要部分）確定申告書Ｂ第一表の控え〔1枚〕、所得税
青色申告決算書の控え〔1・2ページ目を各1枚ずつ〕

《白色申告の場合》
⑦令和元年分の所得税確定申告書類の写し
（必要部分）確定申告書Ｂ第一表の控え〔1枚〕
⑧売上減少を比較する月の前年同月の売上高がわかる書類
の写し（売上台帳、試算表など）

《事業者〔個人〕のうち、事業主の住所地が熱海市外の場合》
⑥・⑦・⑧のほかに
⑨市区町村税の完納証明書（納期到来分について未納が
ないことの証明書）
※住所地の市区町村税のうち、申請者に賦課されている
全ての税目に係るもの

ステップ③：申請書の提出

新型コロナウイルス感染症の影
響拡大を防止するため、

原則「郵送」のみの
受付といたします。

【受付期間】
令和2年5月25日(月)

～7月17日(金)【必着】

【送付先】
〒413-8550
熱海市中央町1-1
熱海市役所
観光経済課 産業振興室

応援給付金担当 あて

※郵送料は申請者負担で
お願いします。

【お問い合わせ・申請書送付先】

熱海市役所 観光経済課 産業振興室 〒413-8550 熱海市中央町1番1号

電 話：0557－86－6203・6204 E-mail：sangyoshinko@city.atami.shizuoka.jp
ＦＡＸ：0557－86－6199


